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成年後見制度利用支援事業の対象者の拡大等について

障害福祉サービスの利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的

障害者又は精神障害者が成年後見制度を利用することができる体制を構築することは極

めて重要である。しかしながら、成年後見制度の利用については、利用者が増加してい

るものの、制度に対する理解が不十分であることや費用負担が困難なこと等から利用が

進んでいないとの指摘を受けているところである。

今後、障害者の地域生活への移行を進めていく上で、相談支援事業者や民生委員、障

害者の支援を行ってきた障害福祉サービス事業者等の地域の福祉関係者によるネットワ

ークを構築するとともに、地域自立支援協議会において、権利擁護に関する部会を設置

するなど、地域の実情に応じた体制整備を図ることが必要である。

このため、国としても、成年後見制度の利用を促進する観点から、本日、別途通知さ

れたとおり 「地域生活支援事業の実施について （平成１８年８月１日障発第０８０、 」

１００２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を一部改正し、平成２０年

４月より、成年後見制度利用支援事業（地域生活支援事業）の対象者を拡大することと

されたので、貴管内市町村に周知するとともに、市町村に対する助言・援助をお願いし

たい。

記

１ 成年後見制度利用支援事業（地域生活支援事業）の対象者拡大

成年後見制度利用支援事業（地域生活支援事業）の対象者については、市町村長に

よる後見等の開始の審判請求（以下「市町村長申立て」という ）に限定していたと。

ころであるが、平成２０年４月より下記のとおり対象者を拡大する。

次のいずれにも該当する者

(ｱ) 障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする身寄りのない重度の知的障害者改

又は精神障害者

(ｲ) 市町村が、知的障害者福祉法第28条又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法正

律第51条の11の2に基づく市町村長による後見等の開始の審判請求を行うことが必要

と認める者前

(ｳ) 後見人等の報酬等、必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成年後

見制度の利用が困難であると認められる者

障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする重度の知的障害者又は精神障害者改

であり、後見人等の報酬等、必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成正

年後見制度の利用が困難であると認められる者後



２ 市町村長による後見等の開始の審判請求

(1) 身寄りがない場合など、家族等による後見等の開始の審判請求が期待できない者

については、市町村長申立てを行うことが有効であると考えられることから、補助

事業対象の有無にかかわらず積極的な活用をお願いしたい。

(2) 市町村長申立てに当たっては、平成17年7月29日障障発第0729001号、障精発第07

29001号、老計発第0729001号通知「 民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係「

法律の整備等に関する法律による老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律及び知的障害者福祉法の一部改正について」の一部改正について」により、

従来、四親等以内の親族の有無を確認していたものを、四親等以内の親族の有無の

確認作業が極めて煩雑であることも要因となって、市町村長申立てが十分に活用さ

れてこなかったことから、二親等以内の親族の有無を確認すればよいこととしたと

ころであるので、身寄りがない等の理由で成年後見制度を利用することができない

ことのないようお願いしたい。

３ 障害者の権利擁護のための体制整備

障害者の権利擁護を図ることは極めて重要であるため、意思能力が不十分な知的障

害者又は精神障害者に対しては、成年後見制度に関する相談に応ずるとともに、家庭

裁判所等との連携に努めること。

また、地域自立支援協議会に権利擁護に関する部会を設置するなど、成年後見制度

の円滑な利用に向けて、地域におけるネットワークの構築に努めること。
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